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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

指 摘 事 項 措 置 て ん 末

「移住定住促進の取組について」(文書指摘）

移住定住促進の取組みについては、平成19 ＩＪＵターンの促進については、平成19年から「移

年度から30年度までの累計で1,000人の目標 住定住サポートセンター」を設け、「鳥取来楽暮」

を掲げ、県の相談窓口の設置や移住定住推進 をキャッチフレーズに、県内市町村とも連携して、

交付金を通じた市町村支援などが実施されて 相談体制の充実、情報発信の強化、受入体制の整備

います。 を進めている。

この結果、市町村の窓口で把握している人 移住定住者の受入に当たっては、最終的な受け入

数として、平成20年度は172人の実績があが れ先となる市町村の取組みが重要であることから、

っていますが、専任の職員を置いている自治 各市町村の移住定住に関する多様な取り組みを促す

体とそうでないところでその実績に大きな開 ため、「移住定住推進交付金」制度による財政的支

きがあるのが実情であります。 援を引き続き行っているところである。

移住定住の取組みは今後も積極的に推進す また、人的支援については、市町村の移住定住担

べきものであり、既に取組みが進んでいる市 当職員を対象としたスキルアップ講座である「おも

町への一層の支援に加え、取組みが遅れてい てなし講座」を21年度より実施し、また県の総合相

る市町村に対しては、人的支援も視野に入れ 談窓口である「移住定住サポートセンター」による

た、より効果的な施策を行うなど、全県的な 市町村へのバックアップを引き続き行った。

展開を図るべきであります。 以上のような市町村に対する財政的・人的支援に

より、移住定住促進の全県的な底上げを図っていき

たいと考えている。

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務

移住定住促進課 県外からの移住定住の促進に関すること。



４ 職員の定員、現員調べ

種 別 事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備 考

22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1

区 分 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ４ ３ ０ ０ ０ ０ ４ ３

現 員 ４ ４ ０ ０ ０ ０ ４ ４

過不足(△) ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

非常勤職員 ２ １ ０ ０ ０ ０ ２ １
職種：事務

５ 役付職員の調べ

（平成２２年７月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

年 月

課 長 谷 口 正 博 １ ０

企 画 員 高 濱 由美子 ２ ３



６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

とっとり移住定住 ア 目的及び事業の実施状況

支援事業 （ア）目的

県外から本県への移住定住を促進するため、相談体制、情報発信及び受入体制

決算額 等をさらに強化し、移住定住される方のニーズに合ったきめ細かい基盤整備を推

１２，７４８ 千円 進することにより、さらなる移住定住者の獲得を図る。

（財源内訳）

一般財源 （イ）事業の実施状況

１２，７４８ 千円 ①相談体制

・「鳥取県移住定住サポートセンター」が、鳥取県への移住定住に関する総

合相談窓口として、移住希望者からの様々な相談に応じた。

○将来ビジョン ・県外での移住定住相談会を、市町村及び関係機関と連携して実施した。

Ⅱ つなげる ・「鳥取来楽暮カフェ」(とっとり暮らしセミナー)を開催し、移住希望者に

（３）定住人口の 対して「とっとり暮らし」のための情報提供を行った。

増加をめざして ②情報発信

・「とっとり移住定住ポータルサイト」を充実させ、情報発信に努めた。

・田舎暮らし関連雑誌への広告掲載、マスコミ取材誘致等を行った。

③受入体制

・「鳥取県移住定住推進交付金」により、市町村が取り組む移住定住事業を

支援した。

・市町村の移住定住担当職員等に対するスキルアップ講座として「おもてな

し講座」を開催した。

・移住希望者の住宅確保を支援するため、(社)鳥取県宅地建物取引業協会等

と協定を締結した。

※Ｈ２１年度鳥取県への移住定住者数 ３１９名

内訳 鳥取市１３６名、日南町 ５２名、智頭町 ２６名 等

（各市町村移住定住相談窓口調べ）

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

①相談体制

・相談スタッフを増員したことにより、複雑多岐に渡る移住定住相談に対してき

め細やかな対応が可能となった。

②情報発信

・ホームページ「とっとり移住定住ポータルサイト」の充実を図り、サイトへの

アクセス数の増加はもとより、電話やメールによる相談件数の大幅な増加等相

談体制の強化を図った。(サイト内にお問い合わせフォーム等を設置、メールマ

ガジンによる定期的な情報発信（月２回程度）など)

・大阪の「ふるさと回帰支援センター」に鳥取県ブースを設け、京阪神への情報

発信を強化した。

③受入体制

・市町村等の移住定住担当職員を対象としたスキルアップ講座である「おもてな

し講座」を実施した。（東中部・西部・全体会各１回）

・移住定住希望者の住宅確保を目的に、（社）鳥取県宅地建物取引業協会等と住

宅支援協定を締結するとともに、「ＩＪＵ！住宅相談コーディネーター」を配

置した。



事 業 名 概 要

ウ 成 果

[相談体制]

（１）鳥取県移住定住サポートセンター

県外からの移住定住を希望される方からの総合相談窓口の位置づけとして平成

１９年１２月から設置。（財）ふるさと鳥取県定住機構、（財）鳥取県農業農村担

い手育成機構、市町村等の関係機関と連携し、鳥取県への移住相談の総合窓口と

しての役割を果たしている。

※Ｈ21年度相談件数 444件（内訳：電話171件、来所90件、メール等183件）

（２）県外相談会

＜相談会一覧＞ 計１８回

イベント名 開催日 場 所 相談件数

新・農業人フェア 5/16 池袋ｻﾝｼｬｲﾝｼﾃｨ(東京) ３９件

(土)

新・農業人フェア 7/ 4 梅田スカイビル(大阪) １０２件

(土)

ＪＯＩＮ田舎暮らしフェア 7/25 大阪国際会議場(大阪) ９件

(土)

鳥取県ＩＪＵターンBig相談会 7/26 大阪駅前第３ﾋﾞﾙ(大阪) ７１件

(日)

朝日ＵＩターン相談会 9/ 6 梅田スカイビル(大阪) ３９件

(日)

ふるさと回帰フェア 9/12 梅田スカイビル(大阪) ２８件

(土)

鳥取県ＩＪＵターン相談会 9/19 大阪駅前第３ﾋﾞﾙ(大阪) １０件

(土)

ふるさと回帰フェア 9/23 早稲田大学(東京) ２１件

(水・祝)

新・農業人／定年帰農フェア 9/26 池袋ｻﾝｼｬｲﾝｼﾃｨ(東京) ２３件

(土)

もうひとつのふるさと探し 10/17 梅田スカイビル(大阪) ４８件

フェアin大阪 (土)

鳥取・島根合同企業説明会 10/31 広島ＮＴＴｸﾚﾄﾞ(広島) ８件

(土)

新・農業人／定年帰農フェア 10/31 梅田スカイビル(大阪) ８０件

(土)

海外ロングステイ＆国内デュ 11/ 7 東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄ (東京) ７件

アルライフフェア (土)

鳥取・島根合同企業説明会 11/14 大阪国際会議場(大阪) ８件

(土)

新・農業人／定年帰農フェア 1/23 池袋ｻﾝｼｬｲﾝｼﾃｨ(東京) ４０件

(土)

鳥取県ＩＪＵターンBig相談会 2/11 大阪駅前第３ﾋﾞﾙ(大阪) ９３件

(木・祝)

新・農業人／定年帰農フェア 2/13 梅田スカイビル(大阪) ６０件

(土)

とっとり企業ガイダンス 2/27 新宿センタービル(東京） ４件

(土)



事 業 名 概 要

＜鳥取来楽暮カフェ一覧＞ 計５回

タイトル 開催日 場 所 参加者数

鳥取へIJU！アグリスタート 6/27 大阪ふるさと暮らし ２５人

研修事業説明会 (土) 情報センター(大阪)

梨づくりに夢をかけて 7/26 大阪駅前第３ﾋﾞﾙ(大阪) ２２人

(日)

鳥取県で"農"ある暮らし 9/12 梅田スカイビル(大阪) ７０人

お試し定住歓迎宣言！ (土)

鳥取へIJU！アグリスタート 12/ 5 大阪ふるさと暮らし ２５人

研修事業説明会 (土) 情報センター(大阪)

鳥取来楽暮人のススメ 2/11 大阪駅前第３ﾋﾞﾙ(大阪) ３４人

(移住定住者体験談) (木・祝)

[情報発信]

（１）とっとり移住定住ポータルサイト

・「鳥取県の紹介」、「移住定住体験者の声」などの掲載に併せ、移住に関するお

問い合わせフォームなど情報提供の内容を充実させた。

・移住に関する情報を定期的に発信するメールマガジンの開設、サイト上にWeb

まんがを掲載するなど、利用者の視点に立った見やすいサイトへの改良を行っ

た結果、アクセス件数も大幅に増加した。

※Ｈ２１年度総アクセス件数 ３３，５２０件

Ｈ２１年度末現在メールマガジン登録者数 １，９６１人

鳥取来楽暮まんが（Ｗｅｂまんが）

・第１弾 「Ｕターンの彼とＩターンの私」 （Ｈ21.９）

・第２弾 「それいけ！畑野家」 （Ｈ21.10）

・第３弾 「うぇるかむ！ＴＯＴＴＯＲＩ」 （Ｈ22.２）

（２）田舎暮らし関連雑誌等によるＰＲ

移住者から見た移住定住先としての鳥取県の魅力を「田舎暮らしの本」等の

田舎暮らし関連雑誌に記事掲載し、県外の移住希望者に対して情報発信を行った。

＜雑誌掲載一覧＞ 計１０件

掲 載 誌 発売日 内 容

田舎暮らしの本 ７／３ 琴浦町に就農移住された方の紹介及び「ｱｸﾞﾘ

ｽﾀｰﾄ研修事業」の研修生募集記事を掲載

いなかスイッチ ８／３ 農林水産業への就業ステップを紹介するとと

もに、新しく県外から就業された方を紹介

田舎暮らしの本 ８／３ 鳥取市の「お試し定住施設」を紹介

自休自足 ９／３ 日南町にある体験型古民家を紹介

田舎暮らしの本 ９／３ 境港市にＩターンして、分譲住宅を購入し家

庭菜園を楽しむ夫婦を紹介

田舎暮らしの本 10／３ 11月に開催した「鳥取来楽暮ネットワーク交

流会」の参加者募集記事を掲載

ﾓﾉｽﾀｲﾙｱｳﾄﾄﾞｱ 11／26 大山でインタープリターとして働くＩターン

者を紹介



事 業 名 概 要

掲 載 誌 発売日 内 容

田舎暮らしの本 12／３ 智頭町にＩターンして喫茶店を経営する方及

びｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修事業の募集記事等を掲載

田舎暮らしの本 １／３ 「50代から農家になる」特集で、アグリスタ

ート研修事業の研修生を紹介

自遊人 １／26 鳥取市の温泉付きお試し定住体験施設を紹介

（３）ふるさと回帰支援センターへの鳥取県ＰＲブース設置

移住定住先としての鳥取県の魅力を全国的に発信するため、平成20年度より東

京・銀座の同センターに移住定住に関するパンフレットやポスターを掲示する鳥

取県ブースを設置しているところであるが、平成21年度より大阪に開設された同

センターにも鳥取県ブースを設置し、関西圏からの移住定住促進の充実を図った。

・開設日 平成２１年４月１日

・場 所 大阪ふるさと暮らし情報センター（大阪市北区梅田）

[受入体制]

（１）鳥取県移住・定住総合推進協議会の開催

移住定住の促進を全県的に進めるため、県関係機関、市町村及び研究機関等に

よる協議会を開催した。

・開催日 平成２１年４月２４日(金）

・場 所 まなびタウンとうはく

・内 容 県及び市町村等の移住定住施策の情報を共有し、今後の取り

組みについての検討を行った。

・参加者 約５０名

（２）おもてなし講座の開催

主に市町村受入れ担当職員のスキルアップを目的とした「おもてなし講座」（移

住定住に係る勉強会）を開催し、県外からの移住定住の取り組みにおける全市町

村の底上げを図った。

○第１回

・開催日 平成２１年９月４日(金）

・場 所 県民ふれあい会館

・内 容 ■講義「先進地に見る空き家収集・活用の事例」

＜講師＞江津市農林商工課 中川主任

■講義「移住者の住居に関する諸問題」

＜講師＞(社)鳥取県宅地建物取引業協会 岩崎理事

・参加者 約２０名



事 業 名 概 要

○第２回

・開催日 平成２１年１０月９日(金）

・場 所 西部総合事務所

・内 容 ■講義「田舎暮らし体験メニューについて」

＜講師＞県観光政策課 中島主幹

■先進地事例発表

「鳥取市の取り組みについて」

＜発表者＞鳥取市地域振興室 宮本主任

「私の移住体験談」（移住者によるネットワーク組織

＜発表者＞鳥取ふるさとＵＩ会 福山会長

・参加者 約２０名

○全体会

・開催日 平成２１年１１月６日(金）

・場 所 倉吉未来中心

・内 容 ■講演「田舎暮らしの最新キーワード」

＜講師＞田舎暮らしの本（宝島社出版）編集長

■各分科会実施結果報告及び各市町村今後の取り組みに

ついて

・参加者 約２０名

（３）移住定住者のネットワークの形成

鳥取県へ移住した方を中心に移住者同士のネットワークを自主的に形成する機

会提供を目的に、交流体験を実施した。

・開催日 平成２１年１１月７日(土）

・場 所 鳥取市佐治町ほか

・内 容 豆腐づくり体験、鳥取市お試し定住施設の見学 等

・参加者 １７名

※内訳 Ｕ・Ｉターン者 ４名

移住希望者 １３名（大阪９名、兵庫３名、京都１名）

（４）住宅確保協定の締結

(社)鳥取県宅地建物等取引業協会、(社)全日本不動産協会鳥取県本部と鳥取県

の３者により、県外からの移住希望者の住宅等の確保を目的に「ＩＪＵ(移住)希

望者等の住宅確保に関する協定」を締結した。

・調印式 平成２１年８月２５日(火）

・協定の内容 ①移住希望者等に対する住宅等の紹介(県・市町村から

の依頼に基づく）

②不動産取引事業者等の会員への周知、協力要請(物件

照会、マッチング物件の媒介に関して）

③「とっとり移住定住ポータルサイト」との連携

④市町村の空き家バンク等の物件の媒介及び助言等

（市町村からの依頼に基づく）

⑤県外相談会への参加及び物件情報の提供

⑥研修会等への講師派遣及び指導助言（県からの依頼）

⑦移住希望者等向け住宅の確保及びＰＲ



事 業 名 概 要

エ 課題

○受入体制の整備

・受入先となる県内市町村の移住定住施策を全県的底上げしていくため、「お

もてなし講座」等を通した地元の受入意識の醸成及び向上が必要である。

・移住者に対するアフターフォローを充実させるため、移住者が相互に交流で

きるような全県的な移住者ネットワークシステムを立ち上げ、移住者へのよ

りきめ細やかな対応を行っていく必要がある。

○関係機関等との連携

移住希望者の受入れをよりスムーズに行うため、市町村、関係部機関等と更

なる連携を図っていく必要がある。



事 業 名 概 要

移住定住推進交付 ア 目的及び事業の実施状況

金 （ア）目的

市町村が取り組む移住定住に係る事業を支援することにより、県外から本県へ

決算額 の移住定住を促進する。

１４，９７７千円

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 移住定住者への住宅支援等、市町村が取り組む移住定住に係る多様な事業に対

１４，９７７千円 して、財政的な支援を行った。

○将来ビジョン イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

Ⅱ つなげる 活用が特定の市町村に限られているため、交付対象要件の拡大、「おもてなし

（３）定住人口の 講座」による先進市町村活用事例の紹介等により、取り組みの進んでいない市町

増加をめざして 村に対して積極的な活用を促した。

ウ 成 果

市町村を財政的に支援することで、移住定住にかかる市町村の多様な取り組み

が促進され、受入体制の整備を図ることが出来た。

＜交付実績＞

支援内容 件数 交付金額 交付先

(単位：千円)

移住定住者への住宅支援 ３３ ６，８６０ 鳥取市

智頭町

琴浦町

北栄町

空き家情報提供者等への支援 １２ ５７６ 鳥取市

智頭町

琴浦町

空き家情報システムへの支援 １ ５２５ 琴浦町

都市農村交流事業への支援 １０ ５，６３２ 鳥取市

琴浦町

お試し定住体験事業への支援 １ １，０００ 鳥取市

相談会等実施事業への支援 ３ １５７ 鳥取市

倉吉市

伯耆町

移住定住者と地元住民交流事業への支援 ３ ２２７ 智頭町

伯耆町

合 計 ６３ １４，９７７

エ 課 題

市町村の取り組みに温度差があり、そのため交付金の活用が特定の市町村に偏

っている。



７ 決算調書

（総括表）

（単位：円）

予 算 現 額 支出済額 支出済額の内訳 翌 年 度

区 科 目 当初予算額 補正予算額 継続費及び 予 備 費 計 Ｂ 繰 越 額 差引増減額 備 考

分 繰越事業費 支出及び Ａ 本 庁 出納機関 Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

繰 越 額 流用増減

歳 自治振興費 35,710,000 0 0 0 35,710,000 27,725,813 27,725,813 0 0 7,984,187

出

合 計 35,710,000 0 0 0 35,710,000 27,725,813 27,725,813 0 0 7,984,187

同 雑 入 12,000 0 0 0 12,000 7,177 7,177 0 0 4,823

上

財 小 計 12,000 0 0 0 12,000 7,177 7,177 0 0 4,823

源 一般県費

内 充 当 35,698,000 0 0 0 35,698,000 27,718,636 27,718,636 0 0 7,979,364

訳

合 計 35,710,000 0 0 0 35,710,000 27,725,813 27,725,813 0 0 7,984,187



８ 事業別実施状況調べ

（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

（自治振興費）

とっとり移住定

住支援事業 13,919,000 12,748,813 0 1,170,187

移住定住推進交

付金 21,791,000 14,977,000 0 6,814,000

目 計 35,710,000 27,725,813 0 7,984,187

合 計 35,710,000 27,725,813 0 7,984,187

９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ 該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ 該当なし



１２ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 該当なし

（４）財産収入 該当なし

（５）寄付金 該当なし

（６）諸収入

（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

雑 入 雑 入 １ 7,177 7,177 0 0 非常勤共済費

の自己負担分

本庁執行分計（目） １ 7,177 7,177 0 0

出納機関執行分計（目）

目 計 7,177 7,177 0 0

合 計 7,177 7,177 0 0

１３ 税外収入未済額調べ 該当なし

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし

１６ 債務負担行為の状況調べ 該当なし



１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

（１）負担金

（単位：円）

予算科目 予算額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支 出 金 額 支出の根拠法令名等 備 考

（目） （規約、要領等を含む）

自治振興費 300,000 単県 平 成 ２ １ 年 度 移 移住・交流推 21.4.23 300,000 同機構規約

住・交流推進機構 進機構

年会費

自治振興費 3,528,000 単県 ふるさと暮らし情 ＮＰＯ法人１ 21.5.11 3,528,000 同センターブース

報センター使用契 ００万人のふ 設置規約

約 るさと回帰・

循 環 運 動 推

進・支援セン

ター

支出額が10万円 50,000

未満のもの

本庁執行分計 3,878,000

出納機関執行分計 0

目 計 3,878,000

合 計 3,878,000

（２）補助金 該当なし

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし



（３）交付金

（単位：円）

予算科目 予算額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支 出 金 額 支出の根拠法令名等 備 考

（目） （規約、要領等を含む）

自治振興費 21,791,000 単県 平成２１年度鳥取 鳥取市 21.5.19外 11,998,000 鳥取県移住定住推進

県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

単県 平成２１年度鳥取 智頭町 21.5.21 1,230,000 鳥取県移住定住推進

県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

単県 平成２１年度鳥取 北栄町 21.5.18 200,000 鳥取県移住定住推進

県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

単県 平成２１年度鳥取 琴浦町 21.5.19外 1,307,000 鳥取県移住定住推進

県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

単県 平成２１年度鳥取 伯耆町 21.5.21外 227,000 鳥取県移住定住推進

県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

支出額が10万円 単県 平成２１年度鳥取 倉吉市 21.5.21 15,000 鳥取県移住定住推進

未満のもの 県移住定住推進交 １／２ 交付金交付要綱

付金

本庁執行分計 14,977,000

出納機関執行分計 0

目 計 14,977,000

合 計 14,977,000



（４）委 託 料

（単位：円）

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況

（目） 単県 相手方 予定価格 (契約年月日) 契 約 年月日 年 月 日 備 考

の別 契 約 額 期 間 (契約保証金納 支出 支 出 金 額

変 更 契 約 （ 最 終 ) 付等年月日) 履行検査 区分 年月日

(契約年月日) 契 約 契約形態 年 月 日

契 約 額 期 間

自治振興費 単県 移住定住を促 株式会社 2,000,000 (21.6.1) 21.6.1～ 21.5.15 21.8.6 精 21.8.13 1,025,500 プロポーザル

進するための ムーブ 1,928,850 21.9.30 (免除） 21.9.4 精 21.9.15 903,350

雑誌等掲載業 随 21.8.6

務委託料 21.9.4

自治振興費 単県 移住定住を促 株式会社 800,000 (21.10.16) 21.10.16～ 21.10.2 21.11.30 精 21.12.11 321,100 プロポーザル

進するための ムーブ 799,999 22.3.31 (免除） 22.3.1 精 22.3.10 478,899

雑誌等掲載業 随 21.11.30

務委託料 22.3.1

自治振興費 単県 鳥取県移住定 株式会社 450,000 (22.2.9) 22.2.9～ 22.1.27 22.3.31 精 22.4.22 441,000 プロポーザル

住ﾏﾆｭｱﾙ版下作 ムーブ 441,000 22.3.31 (免除)

成業務委託料 随 22.3.31

自治振興費 単県 第４回朝日U・ 株式会社 367,500 (21.8.21) 21.8.21～ 21.8.11 21.9.6 精 22.10.8 367,500

Iﾀｰﾝ相談会出 内藤一水社 367,500 21.9.6 （免除）

展委託料 大阪支社 随 21.9.6

自治振興費 単県 鳥取県田舎暮 株式会社 262,500 (21.11.6) 21.11.6～ 21.11.4 21.11.10 精 22.1.4 262,500

らし体験ツア 大和 262,500 21.11.10 （免除）

ー業務委託 随 21.11.10

自治振興費 単県 「田舎暮らし 株式会社 1,436,400 (21.10.8) 21.10.8～ 21.9.18 21.12.3 精 22.1.8 1,436,400 地方自治法施

の本」への広 宝島社 1,436,400 21.12.25 （免除） 行令第167条の

告掲載委託 随 21.12.3 ２第１項第２

号（新聞、雑

誌等への広告

掲載の委託）

による



予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況

（目） 単県 相手方 予定価格 (契 約 年 月 契 約 年月日 年 月 日 備 考

の別 日) 期 間 (契約保証金納 支出 支 出 金 額

契 約 額 付等年月日) 区分 年月日

変 更 契 約 （ 最 終 ) 履行検査

(契 約 年 月 契 約 契約形態 年 月 日

日) 期 間

契 約 額

予定価格が20万

円未満のもの 505,000

本庁執行分計 5,741,249

出納機関執行分 0

計

目 計 5,741,249

合 計 5,741,249



（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）

（単位：円）

予 算 科 目 国補 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況

（目） 単県 委託料の名称 委託契約の 予定価格 (契約年月日) 契 約 年月日 年月日 備 考

の別 相手方 契 約 額 期 間 (契約保証金納 支出 支 出 金 額

変 更 契 約 （ 最 終 ) 付等年月日) 履行検 区分 年月日

(契約年月日) 契 約 契約形態 年月日

契 約 額 期 間

労政総務費 鳥取県田舎暮ら 社団法人 1,330,476 (21.11.19) 21.11.19～ 21.11.9 22.3.31 概 21.12.18 1,330,476 当該契約相手先

し住宅バンクシ 鳥取県宅地建 1,330,476 22.3.31 (免除） 戻入 22.5.13 △244,157 は、公益に資す

ステム整備事業 物取引業協会 随 22.4.20 ることを目的と

業務委託 した団体が望ま

しく、かつ既存

の２団体のうち

全県下で幅広く

活動を行ってい

る団体のため。

予定価格が20万

円未満のもの 0

本庁執行分計 1,086,319

出納機関執行分計 0

目 計 1,086,319

合 計 1,086,319



１８ 工事請負費調べ 該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１９ 財産に関する調べ 該当なし

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし

２７ 貸付金等状況調べ 該当なし



２８ 意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等

特になし

（２）監査委員事務局に対する要望等

（例：日程、調書様式、その他監査に関する要望、改善点等）

特になし


